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（見通しに関する注意事項）
本資料に記載されているデータや将来予測は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づくもので、種々の要因により影響を受けることがありますので、実際の業績は見通しから大きく異なる
可能性があります。従って、これらの将来予測に関する記述に全面的に依拠することは差し控えるようお願いいたします。また、当社は新しい情報、将来の出来事等に基づきこれらの将来予測を更新する
義務を負うものではありません。
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1．伊藤忠商事について
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当社株主帰属当期純利益
(連結純利益)

4,014 億円

PBR (株価純資産倍率) 1.36 倍

PER (株価収益率) 6.83 倍

ROE (自己資本利益率) 12.7 ％

株価 3,449.00 円 (2021年11月8日）

時価総額 5.12 兆円

配当利回り 3.19 %

株主優待 なし

業態 総合商社

証券コード 東京証券取引所第一部 (8001)

住所

【東京本社】
東京都港区北青山2丁目5番1号
【大阪本社】
大阪市北区梅田3丁目1番3号

創業 1858年

連結対象会社数 279社

従業員数
125,944人(連結)

4,215人(単体)

単元株式数 100株

*1: 2020年度実績、2020年度末時点
*2: 自己株式を除いた2021年11月8日終値ベース
*3: 2021年度配当予想110円と2021年11月8日終値より算出

*4: 2021年度第2四半期末実績と2021年11月8日終値より算出
*5: 2021年度見通しと2021年11月8日終値より算出

*1

*2

*3

*4

*5

*1

*1

*1

会社概要
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（会長CEO 岡藤 正広） （社長COO 石井 敬太）



グループ企業理念
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売り手よし、買い手よし、世間よし

初代伊藤忠兵衛



８つのカンパニー
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＜生活消費関連＞※当社の強み

＜基礎産業関連＞

非
資
源

資
源

https://www.altafp.com/


• 知見がある分野・地域に
資本を集中投下

• モノ(原料・製品等)の確保
• 消費者接点の獲得

• 顧客・パートナーとの
ネットワーク構築

• 商品の売買/仲介
• 物流・金融機能の提供

トレードと事業投資
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知見がある分野・地域に経営資源を集中的に投下し
シナジー効果を拡大。

トレード 事業投資



2．当社の業績推移
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生活消費関連を中心とする「非資源分野」を強化することで、

景気変動耐性の高い、強固な収益基盤を構築。
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8(計画)

※

※連結純利益の表示のない各年度の連結純利益は、2001年度：302億円、2002年度：199億円、2014年度：3,006億円。

※ ※

1-2Q実績 5,006億円
（進捗67%）



連結純利益と株価の推移

9※1997年度平均株価（当社株価：451円、TOPIX：1,366円）を100とした年度平均指数。

連結純利益の伸長に連動し、株価も上昇。
2020年度は上場来高値を33回更新。

(計画)
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財務状況の推移

10

過去の教訓に学び、リスク管理を徹底。財務体質は飛躍的に強化。

＜主要格付＞
Moody’s：A3 (安定的)

S&P：A (安定的)



3．当社の強み
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伊藤忠商事の強み
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非資源分野を中心とした安定的な収益基盤

総合力と自己変革力による無限のシナジーの創出

中国・アジアでの強固なビジネス基盤

持続的成長の原動力 「個の力」



伊藤忠商事の強み
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非資源分野を中心とした安定的な収益基盤

総合力と自己変革力による無限のシナジーの創出

中国・アジアでの強固なビジネス基盤

持続的成長の原動力 「個の力」



ファミリーマートのバリューチェーン
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食料品

中間流通

運営支援

● ジャパンフードサプライ

● 伊藤忠食糧

● 伊藤忠飼料

● UNEX（カウンターコーヒー）

● 不二製油（大豆ミート）

● CPグループ（フライドチキン）

● 伊藤忠リーテイルリンク

● 日本サニパック

● 繊維カンパニー

(ユニフォーム・コンビニエンスウェア)

日用品・用度品等

● 伊藤忠プラスチックス

包材・パッケージ

● ポケットカード

● 情報・金融カンパニー

（Famiポートクーポン）

サービス

● 伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ（システム構築）

● ベルシステム24（コンタクトセンター）

● 伊藤忠プランテック（電力供給）

● 伊藤忠メタルズ（リサイクル）



伊藤忠商事の強み

15

非資源分野を中心とした安定的な収益基盤

総合力と自己変革力による無限のシナジーの創出

中国・アジアでの強固なビジネス基盤

持続的成長の原動力 「個の力」



中国・アジアでの強固なビジネス基盤
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総合商社として初めて
中国から友好商社に指定

1972年 2015年
CITIC・CPグループとの
戦略的業務・資本提携

総合商社トップの
非資源分野の収益力

中国最大の
政府系コングロマリット

タイ・中国を中心に
アジアへ展開する
巨大コングロマリット



伊藤忠商事の強み
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非資源分野を中心とした安定的な収益基盤

総合力と自己変革力による無限のシナジーの創出

中国・アジアでの強固なビジネス基盤

持続的成長の原動力 「個の力」



「個の力」を最大限に引き出す人材戦略
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優秀な人材の

確保

健康力向上

モチベーション

向上

●大手総合商社最少の従業員数で

労働生産性は着実に向上

→1人当たりの稼ぐ利益※1 商社No.1

●就職人気企業ランキング(全業種) 第1位※2

効率性の追求

●朝型勤務制度（2013年度〜）
→20時以降の残業を原則禁止し、早朝勤務を奨励

「メリハリ」のある働き方を推進し、コロナ対応にも有効

健康力向上

●がんとの両立支援施策（2017年度〜）
→社員ががんにおびえることなく働き続けられるようサポート

経営参画意識の向上

●株式報奨制度（2019年度〜）
→従業員の持株会加入率：ほぼ100%

INPUT

環境認識
労働力不足
人材流動化

※1 単体従業員数一人当たりの連結純利益
※2 文化放送キャリアパートナーズ「就職人気企業ランキング(2022年卒)」、学情「2022年卒 就職人気企業ランキング」 他

OUTCOME

様々な人材戦略が、企業価値の向上に繋がり、更なる優秀人材の獲得に繋がる好循環。

能力開発

効率性の追求

経営参画

意識の向上
(株主の皆様との価値共有)

●脱スーツ・デー（2017年度〜）
→柔軟な発想で仕事に取組める環境づくり

モチベーション向上



「人材戦略」の代表例

OUTCOME

 業務効率化・時間の有効活用

 時間外勤務減少による長時間労働是正

 残業手当・タクシー代等の減少により、
朝食を無料提供するものの、ネットコストは
ほぼ横ばい

朝型勤務(2013年度～)

 夜型の残業体質から効率的な朝型勤務へ

 20時以降の残業禁止・5-8時の早朝勤務奨励

 朝食の無料提供

 8時前に始業した社員には割増賃金支給

 朝活セミナー等、朝活研修内容の充実

OUTCOME

 社員一人ひとりの「やる気・
やりがい」の維持・向上

 安心して思う存分働ける環境の整備

 将来の不安軽減

がんとの両立支援施策(2017年度～)

 国立がん研究センターとの提携による定期検診

 治療と仕事の両立を個人業績評価へ反映

 がん先進医療費の全額補助

 残された家族への就学・就労支援

社員の労働生産性向上、やりがいをもって存分に働ける環境づくりを通じ、
更なる優秀人材の獲得と企業価値の向上の好循環へ
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4．中期経営計画＆当社の魅力
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基本方針

「マーケットイン」による事業変革

「SDGs」への貢献・取組強化

『利は川下にあり』

利益の源泉は川上から川下へシフトしており、「商品縦割り」による弊害打破が急務。

ビジネスモデルの進化と新たな成長機会創出を推進。

『三方よし資本主義』

持続可能な社会を目指し、全てのステークホルダーに貢献する資本主義へ。

本業を通じ、生活基盤の維持・環境改善等「SDGs」実現に貢献。

定性

定量
中計期間中に

連結純利益6,000億円の達成を目指す
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GHG排出量削減・オフセットに関する目標

▲75%

▲40%※

削減貢献＞GHG排出量
⇒ 「オフセットゼロ」

GHG排出量
化石燃料・関連商品の取扱減少

仕入先・販売先等への主導的働き掛け

削減貢献
再生可能エネルギー・蓄電池・EV

水素・アンモニア等事業拡大

2040年

2030年

2018年

（GHG排出量の算出対象）Scope1/2/3＋化石燃料事業・権益（持分・一般投資）

 日本政府目標を遵守し、2050年までにGHG*排出量「実質ゼロ」を実現。
更に、排出量削減に貢献するビジネスの積極推進を通じ、2040年までに「オフセットゼロ」を目指す。

 なお、2030年までに2018年比40%削減を実現し、日本政府の中間目標を遵守。

※2030年までの日本政府目標2013年比「46%削減」は、2018年を基準にすると「39%削減」。

*温室効果ガス（Greenhouse Gas）



再生可能エネルギー関連のバリューチェーン

AI搭載蓄電システムの拡販
国内シェアトップクラス

全47都道府県に販売

車載用電池
の再利用

蓄電システムの
群制御

蓄電システムの
共同開発及び
製造・販売

海外への
横展開を
同時推進

再エネ電源
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最適制御

VPPネットワーク等の面展開
蓄電システムの最適制御
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株主還元方針

 従来通り、キャッシュアロケーションの状況に鑑み、機動的・継続的に実行

 現中計期間中において累進配当を継続

 ステップアップ下限配当の再導入

（2022年度120円/株下限 ⇒ 2023年度130円/株下限）

 2023年度までに配当性向30%をコミットメント

株主還元

方針

配当

(BND2023

新配当方針)

自己株式取得



5．よくあるご質問について
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「気候変動」への対応状況

2018年度

2018年4月

改定マテリアリティとして

「気候変動への取組み」を特定

2050年:実質ゼロ
2040年：オフセットゼロ

2030年：2018年比40% 削減

2021年5月
「GHG 排出量削減・

オフセットに関する目標」公表

2019年度 2020年度 2021年度

2019年2月
「石炭関連ビジネス取組方針」公表

豪州Rolleston 一般炭権益を売却

約1年半後

3ヵ月後

10ヵ月後 約1年後

2019年5月

環境省の支援を受けたTCFD 提言に基づく
「シナリオ分析」を実施した上でTCFD提言へ賛同

「TCFDコンソーシアム」に参画

2021年1月

一般炭権益からの完全撤退方針を公表

2021年4月

コロンビアDrummond 一般炭権益を売却

2021年度中

豪州Ravensworth North

一般炭権益を売却予定
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今後の成長が期待されるビジネス

ファミリーマート、食料関連ビジネス

DX・モバイル関連ビジネス、リテール金融・保険関連ビジネス

蓄電池関連ビジネス

北米における住宅資材関連ビジネス

CITICを中心とした中国関連ビジネス
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情報・金融カンパニーの成長戦略

DX モバイル

リテール
金融・保険

• マーケットインの発想

• サービスラインナップ拡充による
収益基盤の強化

• 中古携帯関連事業

• 携帯アフターサービス等

• コンサルティング、
データ分析・
可視化等による
既存事業の
機能補完

情報・通信部門

金融・保険部門
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ご清聴ありがとうございました

■冊子版のご請求はこちらから
→https://www.itochu.co.jp/ja/inquiry/annual/input

弊社ホームページより、統合レポートをご一読いただけますと幸いです。

www.itochu.co.jp >
IR（投資家情報） ＞ 統合レポート


